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●●●●し 抄ぼ虫
企業の歴史をたどる
―ProQuest Historical Annual Reportsの紹介―
西　村　成　弘
1．ビジネス・ヒストリー
　筆者は、経営史（ビジネス・ヒストリー）という
研究領域を専門としており、商学部で「経営史」講
義を担当している。経営史は、広く経営に関する歴
史について研究する学問分野である。その特徴は、
隣接分野である経済史が、一人当たりGDPや賃金、
労働生産性といった指標で市場の成長、一国経済や
地域経済の盛衰をマクロ的に論じるのに対して、経
営史は企業経営や企業家（アントレプレナー）とい
ったミクロな視点から、経済や社会の来し方行く末
を考えるというところにある。
　経営史の対象は幅広いが、筆者は、なかでも大企
業の展開を通して歴史の流れを読むことに関心を持
っている。「大」企業というと、「大」「中」「小」と
いったあいまいな量的規定性で区別しているようで
わかりにくいので、経営史では大企業を「近代企業」
として定義し、それ以前の「近代的でない」企業と
区別している。近代企業の概念を最初に提起したの
は、アメリカの経営史家アルフレッド・D・チャン
ドラー・ジュニア（Alfred D. Chandler, Jr.）で、
彼は近代企業を「複数の事業単位によって構成され、
階層的に組織された俸給経営者によって管理される
企業」（鳥羽欣一郎・小林袈裟治訳『経営者の時代』
東洋経済新報社、1979 年）であるとした。つまり、
近代企業とは、内部に製品の製造や販売といった複
数の機能を合わせもち、トップ・マネジメント（取
締役や社長）、ミドル・マネジメント（部長など中間
管理職）、ローワー・マネジメント（班長など）とい
ったピラミッド構造をした管理組織によって運営さ
れている会社（このような会社は、現在の日本でも
一般的な存在である）のことであるが、このような
企業はアメリカにおいては（そして世界的にも）1870
年代までは全く存在していなかった。しかしその後
30年のうちに近代企業がアメリカで族生し、大企業
を中心とする社会へと変化した。それ以前の家族経
営や小経営を中心とした社会の、大企業を中心とす
る社会への変化は、人類史的な出来事であった。チ
ャンドラーが言うように（アダム・スミス的な）神
の見えざる手によって資源配分がなされていた社会
から、大企業のトップ・マネジメントという見える
手によって資源配分がなされる社会へと変化したの
である（先に挙げたチャンドラー『経営者の時代』
の原著タイトルはVisible Hand である）。
　その後、大企業（近代企業）は、アメリカはもと
より、ヨーロッパ諸国や日本でも形成され、今日の
グローバル企業へと進化を遂げている。もちろん、
中小企業やスタートアップ企業など、大企業でない
企業も経済のなかで重要な役割を果たしていること
は間違いないのだが、やはり20世紀の歴史的な世界
経済の成長の中心にあってそれを主導したもの、科
学技術の発展やイノベーションを強力に推し進めた
ものは、大企業であった。ここに、大企業に焦点を
（GE社の年次報告書）
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あててビジネス・ヒストリーを研究する面白さがあ
ると筆者は考えている。
2．基礎的資料としての年次報告書
　ビジネス・ヒストリーは、先述のように、企業とい
うミクロな視点から経済の発展を分析するものであ
るから、何よりもまず企業に焦点をあてた分析を行
わなければならない。経営史研究では、アメリカ企
業やイギリス企業が管理する自社内の文書館や、経
営関連史料を広く収集・保存する大学や公共博物館・
資料館にて一次資料調査を行い、歴史を発掘するの
が主流である。そして、そのような作業を行う前に、
最初の作業として行うのが、年次報告書（Annual 
Report）の調査である。日本企業を対象として同様
の調査を行う場合は、有価証券報告書や営業報告書
の分析がこれにあたる（関西大学図書館では「企業
資料統合データベース（Business Archives Online）」
が供用されており、これで日本企業の営業報告書が
調査できる）。年次報告書の調査で研究対象企業の大
まかな経営の流れや経営者を把握し、研究の焦点を
絞り、そこから深堀りしていくのである。
（GE社の 1982 年度年次報告書。取締役一覧に
エジソンの名前を見つけることができる）
　年次報告書は、毎年（あるいは毎期）作成され、
公開される。報告書には事業の概要・成果（たいて
いは社長による株主へのレターとして書かれてい
る）、その年に発売された新製品、新サービス、新事
業や研究開発プロジェクトの動向、従業員や労務管
理の動向、関連企業、財務諸表、そして取締役やト
ップ・マネジメント、ミドル・マネジメントのプロ
フィールが紹介されている。このような基本項目は
いずれの年次報告書にも記載されているので、これ
を一定期間にわたって通読し整理すると、経営の変
遷が克明に理解できる。
3．ProQuest Historical Annual Reports
　筆者も、これまでアメリカ企業経営史に関する研
究を行うに当たって、主要企業の年次報告書を利用
してきた。年次報告書は、およそ2000年以降は、各
企業のホームページに掲載されており、誰でもダウ
ンロードすることができる。むしろ企業は、IR情報
（投資家向け情報）として年次報告書を積極的に公表
して事業内容をアピールし、投資家を自社の株式の
購入に導こうとしている。しかし、2000年以前の年
次報告書を調査しようとする場合は、各社に手紙を
書き報告書を送ってもらうか、大学等が所蔵してい
る資料を調査する必要があった（長期間にわたって
年次報告書を収集・所蔵し閲覧に供している大学は
非常にわずかである）。あるいは、より古い年次報告
書については、マイクロ資料「Annual Reports of 
the Major American Companies」を利用すること
もできた。このマイクロ資料は関西大学図書館にも
所蔵されており、1986年までの年次報告書を見るこ
とができる。1986 年の目録を見ると、703 社のアメ
リカ企業の年次報告書を調査することが可能である。
筆者も、大学院生時代から、このマイクロ資料を利
用して研究を進めてきた。
　今回、関西大学図書館が購入した「ProQuest 
Historical Annual Reports」は、上記のマイクロ資
料に含まれているアメリカ企業の年次報告書をPDF
化し、テキスト検索できるようにした包括的データ
ベースである。コンテンツの概要を見ると、このデ
ータベースは 800 社以上のアメリカ企業の年次報告
書を網羅しており、なかでも主要企業は 160 年以上
にわたり長期的に継続して年次報告書が蓄積されて
おり、最も古いものでは1844年の年次報告書までを
収録しているとされている。比較できるデータがな
いので正確でないかもしれないが、このデータベー
スが収録している年次報告書の範囲は、上記のマイ
クロ資料とほぼ変わらないと思う。しかし、なによ
りもこのデータベースは、資料が PDF 化されテキ
スト検索できる点に最大の優位性がある。これまで
の筆者の研究では、特定テーマに関係するアメリカ
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企業の資料を、一社ごとにマイクロ・リールを見な
がら調査していたが、どの企業のマイクロ資料を調
査するかは、ある意味、勘に頼っていた。というの
もマイクロ・リールが企業ごとに編集されており、
かつ内容検索の手段もないからである。しかしテキ
スト検索できるようになると、分析対象とすべき企
業が検索結果からわかるようになる（検索語はマー
カー付きで表示される）。また、特定のキーワードか
ら企業横断的な検索もでき、非常に使い勝手が良い。
これはアメリカ企業経営史の研究を前進させる、非
常に有意義なデータベースであると言えよう。
　筆者は、関西大学の在外研究員としてロンドン・
スクール・オブ・エコノミクス（LSE）に滞在して
いた2012年頃、このデータベースを利用した経験が
ある。ロンドンの研究室で作業していたとき、いく
つかの事項を確認するため、アメリカ企業の年次報
告書を調査する必要が出てきた。そのとき、LSE図
書館のオンライン資料の中にこのデータベースを見
つけた。当時、このデータベースはLSEだけが導入
していたのではなく、ロンドン地域にある大学が共
同して契約・導入しており、LSE の図書館 ID でこ
れを利用できたように記憶している。世界各地から
やってくる学生が、このような豊かなデータベース
に容易にアクセスすることができるというのは、さ
すがにグローバル都市にある世界一流の大学だと感
じていたので、そのようなデータベースが関西大学
図書館にも入ると聞いた時には、非常にうれしく思
った。
4．企業の進化と年次報告書
　長期にわたって年次報告書を調査・分析していく
と、さまざまな発見がある。なかでも、年次報告書
の記載内容の変遷は、ある意味非常に興味深い。先
のページにはゼネラル・エレクトリック（GE）社
の第1回目の年次報告書（1892年の報告書）を掲載
しているが、そこには取締役会メンバー、社長によ
る事業の総括のほかに、各種資産の状態が訥々と記
載されている。およそ第二次世界大戦までの年次報
告書は、次第に記載内容が充実し、詳しい事業の内
容や経営課題についても述べられるようになる。じ
（GE社の 1951 年度年次報告書）
っくり読めば黄金の1920年代、世界恐慌、そして世
界恐慌の時代に、それぞれどのような経営課題に挑
戦していたかが明らかになる。
　しかし、戦後になると年次報告書の体裁がガラッ
と変わる。それまでの年次報告書は、ほぼ文字だけ
で事業内容を説明していたのであるが、1950年代に
なると、写真が多用されるようになる。大戦後、ア
メリカは唯一の経済大国の地位にあり、その企業は
多くの資源を原子力やジェットエンジンなど新しい
技術開発へと投資し、それを株主や社会一般にアピ
ールした。この時代の報告書はいずれも、自信に満
ち、技術を誇り、そして世界を先導する気概にあふ
れているように見える。体裁や編集方針を観察する
だけでも、まだまだ発見がありそうである。
　年次報告書の変遷は、企業経営の進化を示してい
る。グローバル経済が深化し、グローバル企業が世
界を牽引している現在、その来し方行く末を知るこ
とがますます求められているように思う。ビジネス・
ヒストリー研究の大きな武器として、このデータベ
ースが大いに活用されることを期待したい。
 （にしむら　しげひろ　商学部教授）
